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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあるが、一部に持ち直しの動

きがみられる。生産活動は持ち直している。需要面をみると、個人消費は、持ち直しの動き

に足踏みがみられる。住宅投資は、持ち直しの動きがみられる。設備投資は、減少してい

る。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きがみられる。観光は、外

国人入国者数の厳しい状況が続いているが、来道者数は前年を上回った。

雇用情勢は、有効求人倍率が前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、２か月連続で

件数・負債総額ともに前年を下回った。消費者物価は、１３か月ぶりに前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～８か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、５月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を８．９ポイン

ト下回る３３．９と２か月連続で低下した。横ば

いを示す５０を２か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．０ポイント下回る４０．６となった。

４月の鉱工業生産指数は９０．０（季節調整済

指数、前月比＋０．３％）と８か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では＋８．３％と２か

月連続で上昇した。

業種別では、一般機械工業など６業種が前

月比上昇となった。食料品工業など９業種が

前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２１年７月号
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカープロ野球

千人
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５．札幌ドーム来場者数～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋７．８％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋９９．７％）は、全ての品目

が前年を上回った。スーパー（同＋０．４％）

は、衣料品、身の回り品、その他が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．５％）

は、２か月連続で前年を上回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１２，７２２台

（前年比＋１４．４％）と２か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋４７．２％）、

小型車（同▲１７．０％）、軽乗用車（同

＋３３．５％）となった。

１～４月累計では、５６，７１６台（前年比

＋２．４％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋１１．４％）、小型車（同▲１４．７％）、

軽乗用車（同＋１２．３％）となった。

４月の札幌ドームへの来場者数は、１３７千

人（前年比全増）と２か月連続で前年を上

回った。来場者内訳は、プロ野球１１０千人

（同全増）、サッカー２４千人（同全増）、その

他が３千人（同全増）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

４月の住宅着工戸数は３，４６８戸（前年比

＋１７．６％）と２か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋２０．２％）、貸家

（同＋９．８％）、給与（同＋１１．５％）、分譲（同

＋４９．１％）となった。

１～４月累計では９，２３３戸（前年比

＋１１．５％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋５．７％）、貸家（同＋５．３％）、

給与（同＋８７．９％）、分譲（同＋４７．０％）と

なった。

４月の民間非居住用建築物着工床面積は、

９８，９１５㎡（前年比▲６０．７％）と３か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲３１．４％）、非製造業（同▲６３．７％）であっ

た。

１～４月累計では、４２７，８４４㎡（前年比

▲１９．５％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋４３．３％）、非製造業（同

▲２５．３％）となった。

５月の公共工事請負金額は１，５３９億円（前

年比＋６．２％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、道（同＋１４．８％）、市町村

（同＋３０．８％）、その他（同＋３２．６％）が前年

を上回った。国（同▲５．８％）、独立行政法人

（同▲１７．６％）、地方公社（同皆減）が前年を

下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１９か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

４月の国内輸送機関利用による来道者数

は、４０７千人（前年比＋１６３．２％）と２か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋２０６．３％）、JR（同＋１４７．６％）、

フェリー（同＋３２．３％）となった。

１～４月累計では、１，３６０千人（同

▲４４．９％）と前年を下回っている。

前月比では、３か月連続で増加した。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と１９か月連続で前年

を下回った。

４月の貿易額は、輸出が前年比＋８６．２％の

３３０億円、輸入が同＋９．６％の９１２億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、魚介類・同調製

品、鉄鋼くずなどが増加した。

輸入は、原油・粗油、とうもろこし、石炭

などが増加した。

輸出は、１～４月累計では９１５億円（前年

比＋７．０％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに２か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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１４．消費者物価指数～１３か月ぶりに前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９１倍（前年比▲０．０６ポイント）と前年

を下回った。

新規求人数は、前年比＋９．８％と２か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１２．２％）、サービス業（同＋１５．１％）

などが前年を上回った。宿泊業、飲食サービ

ス業（同▲１．５％）が前年を下回った。

５月の企業倒産は、件数が９件（前年比

▲１０．０％）、負債総額が４億円（同▲２０．６％）

だった。件数・負債総額ともに２か月連続で

前年を下回った。

業種別ではサービス・他が４件、卸売業が

３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は２件

であった。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．７（前月比▲０．４％）となっ

た。前年比は＋０．１％と、１３か月ぶりに前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、４月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（４月１０日）時点の前月比で、

灯油価格、ガソリン価格はともに値上がりし

た。

道内経済の動き
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誰もが安心して暮らせる社会に向けて

／本年１０月から実用サービスを開始

２０１６年に会社設立。センシング技術やセキュリティ技術の知見を基に、ライフログ（１）や生体情報

といった健康・医療情報等の活用を“利用者ファースト”の視点から幅広くサポートする、北海道

大学発のベンチャー認定企業。今回は、同社が進めるヘルスケア事業の取組や、経営哲学、健康や

医療分野等でのDXや未来社会について、代表取締役社長にお伺いしました。

みなみ しげ のぶ

代表取締役社長 南 重 信 氏

和歌山県新宮市出身。北海道大学で博士号（情報

科学）を取得。㈱東芝で携帯マルチメディアLSI

（大規模集積回路）、ウェアラブル生体センサの企

画・標準化・開発・事業化に携わり、北大特任教

授を経て、同社を設立。

北大発ベンチャー認定企業で、２０１９年３月には

「世界を変える！ビジネスアイデアコンテスト」

で「最優秀賞（北海道知事賞）」を受賞。

会社概要
企業名：株式会社ミルウス

住 所：札幌市白石区東札幌五条一丁目

１番１号 札幌市産業振興センターC‐６

ＴＥＬ：０１１‐５９８‐０４１１

E-mail：minami@miruws.com

設立：２０１６年１１月

事業内容：統合センサ事業・センサデータ事業

・統合センサ事業：最先端生体センサとAI解析を融

合した仮想センサ“miruWs

�
”を核とした事業

・センサデータ事業：ライフログの収集・保管・活用

プラットフォーム“miParu

�
”を核とした事業

従業員数：４名（２１年５月末現在）

資本金：２，１４５万円

―最初に法人設立の経緯、ご苦労された点などに

ついてお聞かせください―

社長：私はもともと、㈱東芝の研究開発部門で音

声や画像の信号処理の研究に携わっていました

が、次は「ヒトの生体情報」の時代が来ると予想

し、仲間とともに「Silmee」（シルミー＝知る・

me）という心拍や睡眠など身体の状態を把握す

る生体センサを開発しました。

この製品の応用実験として、NEDO（２）のプロ

ジェクトを北海道大学とともに受託し、介護施設

での利用に取り組んだことが、この世界に突き進

むきっかけとなりました。

東芝の定年退職後、北大の特任教授として同大

の長谷山研究室で、「Silmee」の実証実験に引き

続き取り組み、北大退官を契機として弊社を設立

しました。北大時代に強く感じていたのは、２０３０

年頃の近未来ではウェアラブルは進化し、身体の

状態やペルソナ（人物像）などがいくらでもネッ

トに吸い上げられる時代となるということです。

その際には、個人情報の保護も大きな課題とな

り、私は、最先端のウェアラブルと情報セキュリ

ティのバランスを取って、健康情報などの個人情

報を本人だけではなく、社会全体で活用できる社

会を創り上げることができれば素晴らしいと考え

ていました。そういう志をもって、弊社を立ち上

げた経緯があります。

道内企業訪問

トップに聞く⑮ 株式会社ミルウス
代表取締役社長 南 重信 氏

（１）ライフログとは、日々の人の活動（食事や運動、睡眠など）を映像・音声・位置情報などでデジタルデータ
として記録する技術、もしくは記録自体のこと。

（２）NEDOとは、国立研究開発法人新エネルギー産業技術総合開発機構のこと。

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　道内企業訪問  2021.06.16 17.20.01  Page 6 



道内企業訪問

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

自分はタフだと思っていますが、この５年間は

苦労を食べて生活してきたような感じです。

最初は、様々なバイタルセンサを統合する仮想

センサを研究していましたが、センサのコストや

使い勝手を考え、スマホのみで生活の中の食事・

睡眠・活動、血圧などのライフログを集めるアプ

リの開発に注力しました。同時に、収集したデー

タを安全・安心に保管する技術や、活用するプ

ラットフォーム「ミパル（miParu�）」の開発に取

り組んでいます。こうした新規事業には１０年程度

費やすのが普通ですが、それを４～５年で進めて

きました。当社の社員は４名（定年退職者３名、

兼業者１名）ですが、仮に人を雇用してこの事業

を運営していれば、とうに倒産しています。

事業推進は、いわゆるエコシステム（３）というこ

とで、当社が主に企画や仕様書を作る業務を担い、

研究は大学との共同研究、ソフト開発等は２０社程

度のパートナー企業様に担って頂いています。

社長：事業の柱は三つあり、一つ目は、ウェアラ

ブルバイタルセンサの開発、二つ目は、ライフロ

グ等を集めて保管する「貯健箱�」（貯金箱の健康

版という意味）、三つ目が、個人の健康情報をプ

ライバシーを重視して安全に活用する「ミパル

（miParu�）・プラットフォーム」です。

特に、健康情報等の個人データは個人の資産と

とらえ、PDS（４）という概念の下、個人が情報を管

理します。まずは自身の健康改善に使いますが、

本人の意志（本人同意）により、資産である健康

情報を情報銀行（５）・行政・医療機関・大学・健康

食品会社・製薬会社などに提供し、匿名活用によ

るポイント等の対価取得や寄附等で社会に貢献す

る。

このような仕組みが構築できれば、人々は自分

☆ 「ミパル（miParu�）・プラットフォーム」全体像

（３）エコシステムとは、複数の企業が事業活動などでパートナーシップを組み、お互いの技術や資本を生かしつ
つ、依存関係や協調関係を築いて共存共栄していく仕組み。

（４）PDS（Personal Data Store）とは、企業や機関がライフログ等の個人データを集めて管理するのとは異なり、
データ・オーナーである個人が主体的に自身のデータを管理する仕組み。

（５）情報銀行とは、企業中心から個人中心のデータ利活用を目指すもので、その個人の同意する範囲内で運用
し、その情報を必要とする事業者に提供して対価を得て、そこから得られた便益を還元する組織のこと。

（６）ミパル・カードとは、医師・保健師や食事・運動指導者等の健康指導支援者を認証する公的認証機関の電子証
明書や資格情報等を内蔵することにより、個人データへのアクセスを限定し、個人情報拡散を防ぐICカード。

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　道内企業訪問  2021.06.14 18.27.36  Page 7 



道内企業訪問

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

利用者ファーストの４つのコンセプト

／情報の資産化を支える情報セキュリティ

の個人データを積極的に提供するだけでなく、特

定企業によるデータの囲い込みを抑制できるので

はと思っています。

弊社の仕組みは、データを囲い込むのではな

く、個人を起点とした逆転発想のシステムといえ

ます。

―会社設立後のターニングポイントなどについ

て、お伺いします―

社長：ターニングポイントは、上川管内東神楽町

の山本町長様に弊社の技術を評価して頂き、２０１８

年６月に町民の健康づくりの増進に向けた連携協

定を締結できたことです。

同町では、健康食育タウン事業「ひがしかぐら

健康くらぶ」（会員５００名程度）を展開しており、

その事業に協力する中で弊社の製品である「貯金

箱�」「ミパル（miParu�）・プラットフォーム」の開

発を進めさせて頂きました。

また、食育として野菜摂取量の向上をめざす野

菜ポイント事業の開発に弊社のシステムを活用し

て頂いています。具体的には、参加者の方に食事

内容の写真を送って頂き、AIが解析して野菜摂

取を推定、写真の提供者にはポイントを付与し

て、景品を提供する仕組みです。

☆ 東神楽町との連携協定

写真：右側・山本町長、左側・南社長

写真提供：東神楽町

さらに、２０年度には、北海道や札幌市の補助金

を活用して地域実証実験を展開しました。東神楽

町や増毛町、札幌市厚別区の住民や、札幌市内企

業の従業員の参加・協力により、ライフログを集

めて、管理栄養士や運動指導者からリモートで食

事や運動指導等を提供するものです。

実験後のアンケート調査の結果では、指導・支

援サービスについては好評でしたが、サービスの

有償化には抵抗があり、サービスの魅力を上げ、

住民の理解を得ることが大切であると感じました。

実は、これらの実証実験を踏まえ、本年１０月か

ら「ミパル（miParu�）・プラットフォーム」を用

いた自治体・健康経営企業向けサービスを提供す

る予定です。「予防医学」と「データ活用」を両立

する、先進の安心・安全、データ流通・プラット

フォームの提供を目指しています。

山本町長様や実験に参加・協力して頂いた市町

や企業、参加者の皆様には、心から感謝していま

す。

―サービスの提供を始める「ミパル」の内容や特

徴について、お聞かせください―

社長：弊社の記念すべき最初の製品は「ミパル・

サービス・パック（miParu� Service Pack）」で

す。この製品は、一言でいうと自治体や企業、介

護事業者、医療、研究機関による新サービス提供

や個人データの収集をワンストップで支援する

サービスです。例えば、個人のライフログ（食

事、活動、睡眠、医療記録等）を活用したリモー

ト健康支援、見守り、製品開発や拡販に向けた個

人データ活用等を想定しています。

費用の目安は、１００名定員、１０名程度の支援者

の場合、初年度７０万円／年から、２年目以降は５０

万円／年からを予定しています。また、栄養や運

動、睡眠指導等の健康支援の提供や、ウェアラブ

ル・センサ、家庭医療機器（血圧計等）との接続

等もオプション提供します。

個人の健康情報を「集める」「伝える」「貯める」

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　道内企業訪問  2021.06.17 15.00.23  Page 8 



道内企業訪問

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

DXは、自律と連携による「分散型」で

／今後は、働き方も人の流れも大きく変わる

「活かす」という４つのコンセプトのもと、利用

者が使いやすく、心配されるセキュリティの確

保、個人データの保護・資産化という点に、こだ

わっています。

データ所有権の明確化や改ざん抑止を目的に、

個人データ（本人承諾書類も含む）にデジタル署

名を付け、PDSに保管するとともに、多様な活用

先に再利用禁止／匿名再利用可能等のデータ・コ

ントロール情報を付与して送出します。これらの

技術については、日本・米国で特許を取得してお

り、現在は、欧州・中国で審査中となっています。

☆ ミパル・サービス・パックの構成

今回のサービスでは、プライバシー性の高いラ

イフログを活用して、食事や運動支援等を提供す

る専門家の方にミパル・カードを所持して頂きま

す。これにより安心して個人データを提供して頂

きます。自治体の住民健康づくりをはじめ、新型

コロナ禍で在宅勤務やサテライトオフィスなどで

働く社員の健康管理を行う企業、あるいは栄養指

導や健康管理サービスを対面形式で提供してきた

サービス事業者の皆さんに、積極的に利用して頂

ければ幸いです。

―暮らしや企業のDXが叫ばれていますが、どの

ようにお考えか、お聞かせください―

社長：私個人としては、DXには「集中型」と

「分散型」の２つの方向性があると思っていま

す。「集中型」は、フォーマットの統一や大規模

サーバの必要性、様々な利害関係等で、時間がか

かるのではないかと感じています。一方、当社の

方針でもある「分散型」は、様々な面で「集中

型」に比べ現実的ではないかと考えています。

企業や自治体では過去の経緯・蓄積があるの

で、それを踏まえて、各自が自律的に分散した

DXの仕組みを他者と連携しながら考え、構築し

ていく時代になっていくのではないかと思ってい

ます。これまではフォーマットの統一などが壁と

なっていましたが、無理に統一するのではなく、

AIやブロックチェーンを活用して、自律分散シ

ステム間の情報共有・整合を行うことにより、地

域の事情や自主性を尊重した迅速なDXが可能に

なると個人的には思っています。

社員４名の当社では、自社で全てを行えないわ

けで、プロジェクトごとに対等な立場で様々な

パートナー企業様と手を組んで仕事をしています

が、暮らしや企業・産業のDXも、そういう流れ

になっていくのではないでしょうか。

―北海道では若い世代の方の道外流出が課題と

なっていますが、どのようにお考えですか―

社長：若年層の道外流出については耳にすること

も多いですが、反対に道外からの学生が北海道に

根付くケースも見られます。私は新型コロナ禍に

より、今後は働き方や人の流れが大きく変わって

いくのではないかと考えています。

エッセンシャルワーカーは別にしても、IT業界

などサーバと端末があれば仕事ができる方々もた

くさんいます。東京から他地域に移住される方も

増え、北海道の良さを見直す方が増加していくの

ではないかと思っています。その時に、リモート

ワークやワ―ケーションができる環境が整ってい

れば、それが追い風になるはずです。

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　道内企業訪問  2021.06.17 15.00.23  Page 9 



道内企業訪問

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

シルバー世代と若い人で新たなチャレンジ

／データを巡る“熱意のNW”形成に期待

今、北海道はチャンスで、生活環境の素晴らし

い本道で最先端の仕事をしていく可能性が広がっ

ていくと考えています。

弊社も、大手企業様のワーケーション実験に協

力し、健康状態の把握のためデータプラット

フォームを提供しました。本来業務の他、観光や

森林浴、スポーツなどの活動も期待され、弊社に

とっては短い期間でのサービス提供という新ビジ

ネスの可能性も出てきました。

☆ ワーケーションでは様々な活動が期待

（イメージ例：森林浴）

社長：北海道庁や道内市町村では、ワーケーショ

ンの実証実験や受入に積極的に取り組んでいます

が、地域の個性や自然、食などの地域ブランドと

いうものをもっと強力にアピールすることで、道

外から人を呼び込んだり、道外に流出した人が

戻ってくるのではないでしょうか。

また、ワークライフバランスを大切にする今の

若い人の感性やニーズなどを取り込んだ取組を進

めていくことも重要ではないかと考えます。

それともう一つ、スタートアップを始めて感じ

たことがあります。フロンティア精神のある道内

企業の皆様は地元企業を温かい目で育てていこう

という気持ちの方が多く、自由度も保て、非常に

ありがたく思っています。また、行政などの関係

機関・団体の皆様も親切に、きめ細やかに対応し

てくれます。地域のブランド化につながる様々な

ベンチャーを誘致して、ベンチャー同士や地元企

業等との連携などにより、斬新なビジネスを起こ

すような取組があれば、面白いのではないかと考

えています。

―With・Afterコロナに向けて、経営者に求めら

れることについて、お伺いします―

社長：北海道は課題先進地といわれることもあり

ますが、逆境といわれる部分はベンチャーにとっ

ては大きなビジネスチャンスになるのではないか

と考えています。また、働き方改革という流れの

中で兼業を認める企業も出てきており、実際、弊

社では大手企業公認の兼業技術者もいますが、人

材の流動化はさらに進んでいくものと考えます。

若年層の流出や人手不足が課題であるのは事実

ですが、一方、当社のように社員全員が、いわゆ

る「シルバー世代」の会社も世の中には存在しま

す。ベンチャーというと、青年実業家的なイメー

ジがありますが、シルバーもいるわけです。若い

人が自身や家族の将来リスクを背負って頑張る姿

は勇ましい、一方、定年退職者は家族扶養のリス

ク負担が少なく、知識や経験、人脈などを持って

います。企業や社会は、この両者を上手に組み合

わせて、新たな取組にチャレンジしたり、事業運

営等の持続性を高めていってはどうかと思いま

す。「元気だから働く」のではなく、「働くから元

気でいられる」ということに、一理あるのではな

いでしょうか。アクティブなシルバー世代が増え

ていけば、企業や産業、地域の活性化に繋がる

し、健康寿命なども伸びていくかも知れません。

折しも、Society５．０社会や産業・暮らしのDX等

が大きな話題となり、道内でも様々な実証実験が

展開されています。

そのベースは「データ」であり、２０世紀の資源

は石油であったが、２１世紀の資源は「データ」や

「情報」であるということをおっしゃる方もいま

す。第二の石油の一つといえる個人データは特定

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１１　道内企業訪問  2021.06.17 15.00.23  Page 10 



道内企業訪問

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

情報の資産化と活用が、より良い未来を拓く

／当社は幹細胞、多くの分野に発展の道

地域に埋蔵される石油とは異なり、開発途上国の

人々も含め万人が平等に保有する資産です。上手

く活用することで、SDGs（持続可能な開発目標）

に向けた取組の柱の一つになると思っています。

Society５．０社会の実現に向けては、産官学金民

（住民）といった多くのプレーヤーの協力・協業

が必要であると考えます。同様の取組は都府県で

も進められており、「データ」や「情報」の蓄積

や利活用に向けて、行政や企業の熱意、大学・試

験研究機関の熱意、住民の熱意など、データを巡

る「熱意のネットワーク」が、この北海道に形成

されることを期待しています。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

社長：まずは、今年１０月からサービスを提供する

「ミパル・サービス・パック」を多くの皆様方に

利活用して頂くことです。

今後、さらに人口減少や高齢化が進む北海道に

おいて、過疎地域・都市間をリモートで結んだ健

康づくりネットが広がっていけば、日本や世界の

健康づくりに向けた一つのモデルになるのではな

いでしょうか。

また、弊社「㈱ミルウス」が、ヒトの「幹細

胞」のような役割を果たせればベンチャーとして

も個人としても、幸せだと考えています。

弊社のプラットフォームは、ヒトの健康情報を

はじめ、家畜など動物の生体情報、工場等での異

音等の故障情報を、個人や組織の貴重な資産とし

て保有するとともに、有益なデータとして社会に

還元することが可能なシステムです。

ヒトの幹細胞は、目や耳、心臓、肺などの様々

な器官・組織の細胞になる能力（分化能）を持っ

ています。当社のプラットフォームも、個人はも

とより、企業や行政などと結びつくことで、医

療・介護、健康分野に係わる各種企業をはじめ、

住民・社員の健康づくり、地域産業を支える様々

なプラットフォームへと成長（分化）していくこ

とが可能であると考えています。

プラットフォーマーというと、どうしても

GAFA（ガーファ）などのメガ・プラットフォー

マーをイメージされますが、もしかしたら、集中

から分散へのパラダイムシフトが始まっているの

かも知れません。

弊社が提供するような個人がデータを集め、個

人が主体となるプラットフォームの有用性につい

て、今後とも国内外に強く発信していきたいと考

えています。

そして、行政や企業、研究機関など多くの皆様

とアイデアを共有し、プラットフォームの新たな

機能・活用方法をともに探索しながら、道民の暮

らしや企業・産業の発展・振興に繋げることがで

きれば、至高の喜びです。

☆２０１８年７月、米国・ハワイ州ホノルル

「IEEE（７）国際会議第４０回国際医学生物学研

究会」への出展及びプレゼンテーション

写真：左から南社長、横浜国立大学・杉本准教授、

広島市立大学・田中教授

（田邊 隆久）

（７）IEEE（Institute of Electrical and Electronics Engineers・アイ・トリプル・イー）とは、「米国電気電子学会」の
ことで、世界１６０カ国以上、４０万人超の会員を有する。対象分野は電気・電子工学のほか、通信や情報工学、
ロボット工学、ヘルスケアなど多岐にわたる。
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図１．北海道IT産業総売上高の推移
（北海道IT推進協会「北海道ITレポート２０２０」より抜粋）

１．はじめに

AIによる自動化技術の登場や、第五世代移動通信（５G）のサービス開始、自動車の自動運転

技術の高度化など、先進的なICT技術が私たちの身近になってきました。北海道内でも一次産業

の自動化や食品機械の高機能化など、特徴的なICT装置の普及が進んでおり、２０２０年の北海道の

情報産業は売上高４，０００億円の規模（北海道経済産業局調べ）に成長してきました（図１）。

本稿では、電磁ノイズ試験で電子機器の品質を保証する「寒冷地ものづくりラボ」についてご

紹介します。

ICT装置には、高性能なマイクロコンピューターやGPUなどが高密度に実装され、電子機器の

高度化に寄与しています。電子機器の内部ではデジタル信号の高速化が進み、これにより非常に

強力な電磁波（電磁ノイズ）が発生しています。電磁ノイズは電源ケーブルを伝わって他の機器

に入り込み（伝導性ノイズ）、あるいは空間を伝わって（放射性ノイズ）、他の電子機器のプログ

ラムやデータのエラーを誘発し、故障や誤動作を発生させます。

この電磁ノイズの影響は、同一の環境内で多数の電子機器が同時使用される場合に、特に大き

な問題となります。現代の電磁ノイズを取り巻く環境は以下のように表されます。

� 多様な電子機器を隣接・接続して使用すると、互いの干渉が大きくなります。例えば高機能

化が進む自動車内部では、ECUと呼ばれる組み込み型コンピューターが１００個以上も搭載さ

れています。ECUを互いに接続するハーネスケーブルに伝導性ノイズが混入すると、他の

ECUを誤動作させる可能性があります。

電磁ノイズ試験で電子機器の品質を保証
～寒冷地ものづくりラボのご紹介～

経営のアドバイス

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 工業試験場
主査 宮�俊之
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� 機器内部で使用されるマイクロプロセッサーのクロック周波数（１秒間のオン・オフの回

数）が高くなると、他の機器に対する電磁ノイズの影響が大きくなります。クロック周波数

１MHz（１秒間に１００万回）のマイクロプロセッサーよりも、１GHz（１秒間に１０億回）の

マイクロプロセッサーの方が、はるかに多くの放射性ノイズを放出し、周囲の機器への影響

が大きくなります。

� 機器の低消費電力化のために動作電圧を低くすると、他の機器からの影響を強く受けやすく

なります。これは、わずかなノイズ混入でもデジタル信号が反転し、ビットエラーが生じや

すくなるためです。

� 金属ケースに格納された電子機器は、ケース自体が内部の電子回路から発生する電磁ノイズ

を閉じ込め、外来の電磁ノイズの侵入を防ぐ役割を果たしています。電子機器の軽量化のた

めケースを樹脂製にすると、ケースによる電磁波の遮断ができなくなります。このため、他

の機器へ及ぼす影響が大きくなるとともに、他の機器から受ける影響も大きくなります。

これら�～�は、いずれも電子機器の「進化」「高性能化」のために欠かせない技術であり、
パーソナルコンピューターや携帯電話、自動車搭載機器などあらゆるICT機器が、この�～�の
状況に直面しています。この様に多数の電子機器が同時使用される状況において、全ての電子機

器が正常動作する環境はEMC（電磁環境両立性）と呼ばれています。

２．電磁ノイズの国際規格・国内規格

高度な電子機器が重要な箇所で使用される場面が増えており、万が一、電磁ノイズによる障害

が発生した場合の影響は極めて深刻になることが予想されます。このため、国際的・国内的な電

磁ノイズの規制が設けられるようになりました。電磁ノイズの規制には「個々の電子機器が発生

する電磁ノイズ量を制限する」規格と、「一定の電磁ノイズが存在する環境下でも機器が安定動

作する」ための規格があります。前者をEMI規格（Electromagnetic Interference：電磁妨害、電磁

障害）、後者をEMS規格（Electromagnetic Susceptibility：電磁感受性）と呼びます。これらの規格

は、まず国際規格が定められ、それを各国が批准・採用する形で国内規格が制定されています。

また機器の種類によって異なる規格が存在しています。電磁ノイズの評価試験を行う場合は、製

造する製品がどの規格を満たす必要があるかを知る必要があります。

� 国際的な電磁ノイズ規制

EMIに関しては、主に国際無線障害特別委員会（CISPR）が規格の策定を行っています。

CISPRには各国の電子機器メーカーや担当省庁が構成員として参加し、電子機器の種類や用途に

応じた電磁ノイズ評価方法や、規制値（放出可能な最大の電磁ノイズ量）を定めています。たと

えばマルチメディア機器（パーソナルコンピューターなどの情報技術機器、オーディオ機器、ビ

デオ機器などを含む）に対しては、CISPR３２「マルチメディア機器の電磁両立性 エミッション

要求事項」が定められています。CISPR３２では主に以下のような規格が定められています。

・機器の使用する場所が、住宅環境内とそれ以外では異なる規制値とすること

・放射性ノイズを計測する場合はCISPR１６‐１‐４で定められた「試験場」において、定めら
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図２．VCCIマーク（一般社団法人VCCI協会 HPより※）
※https : //www.vcci.jp/general/introduction.html

れた機器配置や距離で測定すること

EMSに関しては、主に国際電気標準会議（IEC）が規格の策定を行っています。IECもCISPR

と同様に各国の構成員が、電子機器の種別ごと、また想定される電磁ノイズの種類ごとに規格を

策定しています。主なEMSの国際規格を下記に示します。

・IEC６１０００‐４‐２ 静電気放電・・・静電気による直接的・間接的な放電現象に対する試

験方法が定められています。

・IEC６１０００‐４‐３ 放射イミュニティ試験・・・放射ノイズに対する電子機器の耐性を試

験する方法が定められています。

・IEC６１０００‐４‐４ ファーストトランジェント／バースト試験・・・電源ラインに重畳さ

れるバースト的な（短時間に発生する高密度な）電磁ノイズを再現し、電子機器に印加す

る試験方法が定められています。

� 国内における電磁ノイズ規制

国際規格の勧告を受け、各国ごとに電磁ノイズ規制が定められています。ここではマルチメ

ディア機器について、日本における規制状況を説明します。

EMSについては、国際規格のIEC６１０００シリーズが日本国内でも、ほぼそのまま採用されてい

ます（一部はJIS化）。EMIについては、電子機器製造業を中心とした業界団体（一般社団法人VCCI

協会）が自主規制を行っています。測定方法や電磁ノイズ放出量上限値についてはCISPR３２と同

一の内容となっています。日本国内で流通・販売されるほとんどのマルチメディア機器は、

VCCI適合試験が行われ、規格に適合した証明であるVCCIマーク（図２）が表示されています。

VCCI自主規制における適合試験の流れは以下のようになります（図３）。

① VCCI会員登録

マルチメディア機器の製造業者は、VCCI協会に会員登録をします。

② 適合試験

製造業者は、VCCI登録設備において、自社製品の電磁ノイズ試験を実施します。

③ 適合確認届出

製造業者は、適合試験を行った製品の試験結果をVCCIに届け出ます。

④ 受理通知・VCCIマーク貼り付け

VCCIから受理通知を受けた製造業者は、自社製品出荷時にVCCIマークを表示し、適合
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図３．VCCI自主規制の流れ（一般社団法人VCCI協会 HPより※）
※https : //www.vcci.jp/general/flow.html

図４．北海道立総合研究機構 寒冷地ものづくりラボ
（札幌市北区北１９条西１１丁目 工業試験場内）

試験済みであることを示します。

⑤ 市場抜取試験

市場出荷された製品は、VCCIにより適宜、抜取試験が実施されます。

３．北海道立総合研究機構のEMC測定設備

北海道立総合研究機構 工業試験場は、内閣府の補助を受け平成３１年に「寒冷地ものづくりラ

ボ（通称 MONOLABO モノラボ）」を設置しました（図４）。

モノラボでは、主にマルチメディア機器を対象にしたEMC評価試験の全般を行うことができ

ます。モノラボの設備を紹介します。

� 電波暗室

電波暗室は、外から飛来する電波をさえぎり、内部の壁や天井で反射する電波を吸収する「電

波の暗箱」です（図５）。電波暗室の外側は電磁波を遮断する「シールド鋼板」で覆われ、外部
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図５．電波暗室 図６．シールドルーム

の電磁波は内部に侵入しないようになっています。シールド鋼板の表面には、くさび形の発泡ス

チロール製電波吸収体が取り付けられ、天井と壁面による電磁波の反射を１００％カットできるよ

うになっています。試験を行う電子機器には「クリーンな」電源を供給する必要があるため、大

容量の交流無停電電源装置（CVCF）を設置しており、１００～２４０V、単相・三相のノイズレスな

電力を供給できます。電波暗室では、電子機器から発生する電磁ノイズを正確に計測し、評価す

ることができます。当機構の電波暗室で実施可能な試験は以下の通りです。

EMI試験

国内規格VCCIに対応しています。３m法（電子機器と測定アンテナ間距離が３m）の測定規格

で、電子機器から発生する放射ノイズを正確に計測する事ができます。試験可能な周波数は３０

MHz～６GHzで、ほとんどの電子機器の試験に対応しています。搬入口には大型シャッターを備

えており、大型据え置き型装置の試験も可能です（床置きの場合１０００kg、テーブル置きの場合は

１００kgの装置まで対応しています）。VCCIに登録した設備であるため、製品の適合確認試験（最

終試験）を実施できます。VCCIへの適合確認届作成のサポートも行っています。

EMS試験

国際規格IEC６１０００‐４‐３に対応しています。高出力パワーアンプと高効率アンテナを備えて

おり、電界強度１０V/mの試験まで対応しています。試験可能な周波数は８０MHz～２．７GHzとなっ

ています。高解像度のテレビカメラにより誤動作の様子を確認することができ、発電所や工場な

どで使用する大型装置の試験も可能です。

� シールドルーム

２部屋あるシールドルームでは、多様なEMC試験を実施可能です（図６）。

VCCI 伝導性ノイズ試験

擬似電源回路網により電源ラインや、イーサネットケーブルに乗った伝導性ノイズを分離し、

正確に計測することができます。VCCI登録設備となっており、製品の適合確認試験（最終試

験）を実施することができます。
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静電気試験

IEC６１０００‐４‐３に適合しており、直接放電・間接放電により、製品が静電気放電で誤動作し

ないかを確認することができます。

ファーストトランジェント／バースト試験

IEC６１０００‐４‐４に適合しており、電源スイッチやリレー接点などが発するバースト的な電磁

ノイズを印加し、機器が誤動作しないかを確認することができます。工場などで使用する機器に

は必須の試験項目です。

雷サージ試験

落雷は非常に高エネルギーの電磁ノイズであり、直接的な落雷を受けなくても、付近に落ちた

雷のサージ電流が電力線や通信線に流れ込み、電子機器を破壊する場合があります。IEC６１０００‐

４‐５に適合しており、最大開放電圧１５０００Vを電源ラインや電話線に注入し、機器の保護回路が

適切に動作するかを試験することができます。

４．モノラボの導入効果

ICT社会を支えるパーソナルコンピューターや、IT機器、マルチメディア機器は、VCCIなどの

EMC規格を満たさなければ、日本国内で流通・販売ができなくなっています。また、高信頼性

が求められる工場や発電所などでは、納入先からEMC規格の適合を求められることも多くなっ

てきました。平成３１年に寒冷地ものづくりラボが設置されるまでは、北海道内でEMC試験が可

能な施設はほとんどなく、多くの電子機器製造企業は本州の測定施設に行かざるを得ず、道内

メーカーにとっては、大きな時間的、経済的な負担になっていました。電子機器の高性能化に伴

い、電磁ノイズ対策も非常に難しくなってきており、一度の試験で規格をクリアできないことも

多く、その場合には北海道と本州を何度も往復する必要が生じ、製品リリースの遅延や、納期遅

れにつながる場合も見受けられました。

寒冷地ものづくりラボの開設により、電子機器の最終試験を北海道で行うことが可能となり、

北海道における電子機器製造業の開発期間の短縮や、開発コスト低減につながっています。今後

も、北海道産の電子機器の性能向上や、信頼性向上に役立てることができると考えております。

最後に、北海道立総合研究機構でEMC試験設備をご利用頂く際の流れをご紹介します。相談は

無料となっておりますので、お気軽にお問い合わせ下さい。
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１．はじめに

中国におけるスマートフォンは、インターネットやソーシャルネットワーキングサービス

（SNS）の利用に留まらず、日常の生活には欠かせないものとなっています。

特に生活における様々な支払いについて、スマートフォン決済を用いることは日本でも新聞な

どのメディアを通じてよく知られていると思います。また、中国のインバウンドが実際に日本で

スマートフォン決済をする様子を見たこともあると思います。

中国での実態はどうなのか、実際の中国駐在員の生活を通じてスマートフォン利用とその決済

などについて、ご紹介していきます。

２．インターネットとスマートフォンの利用について

２０２０年１２月における中国のインターネット利用者数は９．８９億人、利用率で７０．４％となりまし

た。また、特筆すべきはスマートフォンでのインターネット利用者数は９．８６億人であり、実にイ

ンターネット利用者の９９．７％がスマートフォンにより利用していることがわかります（１）。

利用者数はともかく、最新統計がある２０１９年のわが国におけるインターネット利用率は８９．８％

と高い一方、インターネット利用におけるスマートフォンの利用に関しては６３．３％（２）であり、い

かに中国ではスマートフォンを多く利用しているかが分かります。
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（１）CNNIC 第４７次《中国インターネット発展状況統計報告》のデータを基に筆者作成
（２）総務省「通信利用動向調査」
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３．スマートフォンによる決済について

もう一つの特徴として、中国でのスマートフォン決済の普及があります。

スマートフォン決済の利用者は８．５３億人で、インターネット利用者の８６．５％に上ります（３）。現

金を含む複数回答のため参考値となりますが、わが国のスマートフォン決済（タッチ式・QR

コード式を含む）の利用率は４１．２％（４）に留まります。

下記のロゴをご覧ください。どこかで見かけたことはございませんか？

日本でも見る機会が増えましたのでご存じの方も多いと思いますが、このアリペイ［支付宝］

とウィーチャットペイ［微信支付］が中国の２大決済アプリケーションとなります。

中国ではこの２大決済アプリケーションが、２０２０年３月末時点でモバイル決済の９４．１％（５）を占

めるといわれています。実際の生活において、どれだけ利用されているのかを見ていきたいと思

います。

（３）CNNIC 第４７次《中国インターネット発展状況統計報告》のデータを基に筆者作成
（４）MMD研究所「２０２１年１月スマートフォン決済（QRコード）利用動向調査」
（５）iResearch（艾瑞咨 ）による調査
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時間 内容 使ったアプリケーション 支払い方法
7：30 自転車で地下鉄駅へ 哈囉出行 支付宝
7：40 地下鉄乗車 上海交通卡 支付宝
8：00 駅構内で飲料購入 支付宝 支付宝
9：30 出勤後微信にてお客さまと打合わせ 微信 －
10：30 微信にて訪問アポイント 微信 －
11：00 昼食を購入 美団外売 微信支付
12：00 昼食を食べながら電車のチケットを購入 携程旅行 支付宝
12：30 家庭用のお水を購入 淘宝 支付宝
15：00 珈琲を購入 瑞幸珈琲 支付宝
18：00 会合後の懇親会

懇親会場所の予約 大衆点評 －
オーダー 微信 －
会計 微信 微信支付
参加費用の精算 微信 微信支付

【アリババ系のハローバイク】 【サドル近辺にあるQRコード】

４．アプリケーションの利用とスマートフォン決済について

実際の駐在員の一日の様子を追ってみると、下記のようになります。

【今日の私の一日（例）】

その中の一部について、写真を交えてご紹介したいと思います。

＊０７：３０

出勤のため、自宅から地下鉄までシェアサイクルで移動します。いくつかあるシェアサイクル

のうち、今日はアリババ系のハローバイク［哈囉出行］を利用しました。
利用の際はアリペイ内の専用アプリケーションを開き、自転車のサドル近辺にあるQRコード

を読込むと開錠されます。返却の際は、施錠をすると同時に料金がアリペイ経由で引落しとな

り、利用料の支払いは完了です。
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【地下鉄専用のアプリケーション】

ＱＲ

コード

＊０７：４０

地下鉄駅に到着したので改札に向かいます。地下鉄専用のアプリケーションを開き、スマート

フォンに表示されたQRコードで改札を通ります（タッチ式も可能）。

支払いは、アリペイで引落しになります。

＊１１：００

ローカルのコネクション先や同僚とランチに行く機会はありますが、時間を節約しお昼休みを

しっかり楽しむのが中国流です。

そこで、今日は出前（外売）にしました。次のような流れとなります。

アプリケーションを開く→お店を選択→メニュー選択→ウィーチャットペイで支払い→オフィ

スで配達員から商品を受取る。事務所にいながら昼食を取ることができます。

今では北海道でも出前サービスが普及し始めましたが、中国では以前よりアプリケーションの

発達と共に普及しています。中国におけるスマートフォンでの出前利用者数は４．１８億人（４割以

上の人が利用）で増加傾向にあり（６）、２０２０年１２月末時点における市場規模は８，３５２億元（７）（約１３．２

兆円）（８）に上ります。

（６）CNNIC 第４７次《中国インターネット発展状況統計報告》のデータを基に筆者作成
（７）２０２１年２月５日付人民日報海外版
（８）２０２０年１２月３１日付中国国家外貨管理局公表仲値で算出

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２４　アジアニュース  2021.06.11 11.09.15  Page 21 



アジアニュース

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

【スマートフォンによるコーヒー注文】 【配達員の位置情報】

＊１５：００

今日は、中国発のコーヒー専門店ラッキン・コーヒー［瑞幸珈琲］をオーダーしました。この

コーヒー専門店は勤務時間中でもコーヒーを飲みたければ、スマートフォンでの注文により挽き
い

たて、淹れたての熱々のコーヒーを一杯でもデリバリーで届けてもらえるサービスを提供してい

ます。

わざわざ、コーヒー店に足を運ばなくてもオフィスでコーヒーを飲むことができます。配達員

の動向（お店から商品を受け取る、今どの辺にいるかなど）は配達員とGPSが連動しており、配

達員の位置をスマートフォンで確認することができます。

＊１８：００

会合の後の懇親会のため、お店をアプリケーションで予約しました。

お店に到着するとテーブルにQRコードが貼られており、ウィーチャットペイ（もしくはアリ

ペイ）にて読込みます。

QRコードを読込むと、専用のミニプログラム［小程序］というアプリケーションが立ち上が

り、座席の人数の入力を要求され、人数を確定させるとオーダー画面となります。ここで好きな

メニューを注文します（画面は上記コーヒーのオーダー画面と同様）。
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【テーブル上のQRコード】 【支払いの際の割り勘機能】

ＱＲ

コード

懇親会も終わりに差し掛かりました。

先ほどのミニプログラムとウィーチャットペイ（もしくはアリペイ）は連動していますので、

ウィーチャットペイで支払いを完了させました。

今日のお代は人数按分するので、微信の割り勘機能を使い、合計金額と参加者を入力すれば、

SNSを通じて自動的に参加者へ請求されます。

各参加者はその按分された請求金額に間違いないことを確認しタップすれば、割り勘の支払い

も完了します。

ご覧頂いた通り、一日を通じて、お財布を出す場面が全くありません。

実際にお財布を持ち歩くこともありません。中国では、お財布よりもスマートフォンと充電用

バッテリーを持ち歩くことが生活する上では重要と言われています。

最後に、アプリケーションの利便性についてご紹介します。

上海市では、外国人に対しても４月以降、コロナウイルスワクチン接種が開始されました。こ

ちらの予約も、もちろんスマートフォンのアプリケーションで行います。

また、接種後にアプリケーションを起動すると、予防接種記録を見ることができます。実際に

接種し終わり、約５分後に確認したところ、既に接種したワクチンの名称、接種日、接種病院が

確認できました。リアル（接種）とアプリケーションとの連動性の高さには驚かされます。
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【ワクチン接種予約のアプリケーション】 【予防接種記録】

５．最後に

中国では、アプリケーションとスマートフォン決済が至るところで繋がっており、アプリケー

ションの利便性が国民のニーズを満たしていることから、スマートフォンによるインターネット

利用の増加を後押しし、また、アプリケーションと銀行口座との紐付けの容易さやお金のやり取

りのしやすさが、スマートフォン決済の普及向上の要因となっています。

スマートフォンのアプリケーションと決済機能を繋げることで、現金の取扱にかかる事務の効

率化や店舗のオーダーにかかるスタッフの労力削減、ひいては人件費削減、コロナ禍における人

と人との接触機会の低減など、様々なメリットがあると考えられます。

今回、中国のスマートフォン決済及びアプリケーションの利便性について、その一部を紹介さ

せて頂きました。皆様のビジネスのヒントになるのであれば、幸甚です。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．７ ２．８
２０２０年度 r ８２．７ △１０．６ ９０．４ △９．５ r ８２．３ △１０．４ ８９．２ △９．８ r ８５．８ △２０．８ ９１．７ △９．８

２０２０年１～３月 ８９．０ △２．５ ９８．０ ０．０ ８７．７ △３．９ ９６．８ △０．５ １１３．０ ５．７ １０５．１ １．１
４～６月 ８０．１ △１０．０ ８１．５ △１６．８ ７８．５ △１０．５ ８０．４ △１６．９ １１５．１ １．９ １００．８ △４．１
７～９月 ７７．５ △３．２ ８８．８ ９．０ ７７．４ △１．４ ８７．８ ９．２ １０３．４ △１０．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．６ ９．２ ９３．９ ５．７ ８４．１ ８．７ ９３．０ ５．９ ８９．３ △１３．６ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 r ８８．７ ４．８ ９６．６ ２．９ r ８８．８ ５．６ ９４．９ ２．０ r ８９．５ ０．２ ９４．８ △１．３
２０２０年 ４月 ８３．１ △４．７ ８６．３ △１０．３ ８０．５ △５．８ ８４．１ △１０．３ １１３．９ ０．８ １０５．１ ０．０

５月 ７８．４ △５．７ ７７．２ △１０．５ ７７．５ △３．７ ７５．９ △９．８ １１３．４ △０．４ １０２．６ △２．４
６月 ７８．７ ０．４ ８１．０ ４．９ ７７．４ △０．１ ８１．１ ６．９ １１５．１ １．５ １００．８ △１．８
７月 ７８．１ △０．８ ８６．６ ６．９ ７７．２ △０．３ ８５．４ ５．３ １１４．０ △１．０ ９９．５ △１．３
８月 ７６．９ △１．５ ８８．３ ２．０ ７７．３ ０．１ ８７．４ ２．３ １０７．９ △５．４ ９８．６ △０．９
９月 ７７．６ ０．９ ９１．６ ３．７ ７７．６ ０．４ ９０．７ ３．８ １０３．４ △４．２ ９７．６ △１．０
１０月 ８３．４ ７．５ ９３．５ ２．１ ８３．７ ７．９ ９２．７ ２．２ ９６．９ △６．３ ９６．６ △１．０
１１月 ８４．４ １．２ ９４．２ ０．７ ８３．８ ０．１ ９３．５ ０．９ ９１．６ △５．５ ９５．４ △１．２
１２月 ８６．１ ２．０ ９４．０ △０．２ ８４．９ １．３ ９２．９ △０．６ ８９．３ △２．５ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 ８７．９ ２．１ ９６．９ ３．１ ８７．３ ２．８ ９５．６ ２．９ ９０．２ １．０ ９５．１ △０．９
２月 ８８．４ ０．６ ９５．６ △１．３ ８８．９ １．８ ９４．４ △１．３ ８８．５ △１．９ ９４．４ △０．７
３月 r ８９．７ １．５ ９７．２ １．７ r ９０．２ １．５ ９４．８ ０．４ r ８９．５ １．１ ９４．８ ０．４
４月 p９０．０ ０．３ １００．０ ２．９ p９１．３ １．２ ９７．７ ３．１ p８８．７ △０．９ ９４．７ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年１～３月 ２３２，０３０△３．９ ４６，７０１△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０６２ △１６．４ １９２，１７４ ０．９ ３３，６４０ ２．５
４～６月 ２２８，４９３△６．６ ４４，７４７△１１．４ ２１，４３６ △５２．４ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３４９ ５．０
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３△２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
２０２０年 ４月 ７２，３１１△１０．４ １３，４１５△１８．８ ５，４１０ △６３．０ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０１８ ３．４

５月 ７４，００２△９．２ １４，５４３△１３．５ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７９９ ６．８
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１９△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７６ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　主要経済指標  2021.06.16 14.49.31  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８０△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５２２ １０．８
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
２０２０年 ４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８５ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１

５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０６９ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８７ １１．４
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２３ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０２ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４０８ ９．０ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４６ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６１５ △６５．２ ０ △１００．０

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ４８１ △８６．０ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９５３ △５８．８ ０ △１００．０
２０２０年 ４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １５５ △８５．１ ０ △１００．０

５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ ９７ △９１．９ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２３０ △８１．０ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４１５ △６８．１ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５３１ △６５．３ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５７０ △５７．６ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４６５ ２１．１ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０７ １６３．２ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年７月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０４５ △１２．４ ７２０ ３７．６ １０，６７９ △９．０ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
２０２０年 ４月 ２，９５０ △１０．９ ６９６ △１２．４ ２５２ １１．９ ３，５６４ △９．５ ７，３２８ △１７．７

５月 ２，８０４ △５．９ ６３８ △１２．０ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．３ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
２０２０年 ４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４

５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年７月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
２０２０年 ４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８

５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ － ３．０

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 １０２．４ △０．７ １０１．４ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 １０２．１ △０．６ １０１．４ △０．２ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 １０２．３ △１．３ １０１．２ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １０２．７ △０．７ １０１．６ △０．４ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
２０２０年 ４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４

５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 １０２．２ △０．８ １０１．３ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 １０２．２ △１．１ １０１．３ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 １０２．２ △１．４ １０１．２ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 １０２．４ △１．２ １０１．１ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 １０２．４ △０．９ １０１．４ △０．６ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 １０２．５ △０．９ １０１．５ △０．４ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １０３．２ △０．３ １０１．８ △０．１ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 １０２．７ ０．１ １０１．５ △０．１ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年７月号

ｏ．３００（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０２９　主要経済指標  2021.06.16 14.49.31  Page 28 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９２３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４０６ △１５．０ ７７１，５９８ △６．３
２０２０年度 ２２０，３３９ △２６．３ ６９４，８７４ △８．４ r ８４２，６７９ △３０．８ r ６８１，８６１ △１１．６

２０２０年１～３月 ６７，７８３ △１６．３ １８１，０９１ △５．５ ２９７，８２８ △１０．７ １８３，００３ △７．３
４～６月 ４８，８５０ △３０．２ １４２，５０６ △２５．３ １９５，５３９ △４０．８ １６３，３５２ △１５．８
７～９月 ４８，０９９ △４１．１ １６６，５４９ △１３．０ １５４，４１０ △４３．３ １５７，７４３ △１９．９
１０～１２月 ６４，８９９ △１８．３ １９３，８５９ △０．７ ２２９，４４４ △２７．５ １７４，２７２ △１１．８

２０２１年１～３月 ５８，４９２ △１３．７ １９１，９６１ ６．０ r ２６３，２８７ △１１．６ r １８６，４９３ １．９
２０２０年 ４月 １７，７２６ △３５．０ ５２，０４７ △２１．９ ８３，１９７ △３８．１ ６１，４１７ △７．０

５月 １３，９６６ △２３．８ ４１，８５６ △２８．３ ５６，６１０ △５１．２ ５０，４２３ △２５．９
６月 １７，１５８ △２９．８ ４８，６０３ △２６．２ ５５，７３３ △３０．３ ５１，５１３ △１４．１
７月 １５，９８１ △５８．４ ５３，６８０ △１９．２ ４９，５２３ △５０．５ ５３，８２８ △２２．０
８月 １６，０１３ △２８．９ ５２，３３１ △１４．８ ４８，７７３ △４９．３ ５０，０５１ △２０．４
９月 １６，１０５ △２２．１ ６０，５３８ △４．９ ５６，１１４ △２６．４ ５３，８６４ △１７．１
１０月 ２１，８４５ △１８．５ ６５，６５７ △０．２ ６９，０８６ △２５．４ ５７，０７５ △１３．１
１１月 ２１，１１６ △１８．０ ６１，１３６ △４．２ ７７，２７９ △２８．６ ５７，５７８ △１１．０
１２月 ２１，９３８ △１８．５ ６７，０６７ ２．０ ８３，０７８ △２８．３ ５９，６１９ △１１．５

２０２１年 １月 １５，０６８ △２０．３ ５７，７９６ ６．４ ７４，７９５ △３６．３ ６１，０６７ △９．５
２月 １５，７９３ △３６．７ ６０，３８２ △４．５ ９２，４７３ △２．２ ５８，２６５ １１．９
３月 ２７，６３１ １５．５ ７３，７８３ １６．１ r ９６，０７２ １１．８ r ６７，２０４ ５．８
４月 ３３，０１０ ８６．２ ７１，８０５ ３８．０ p ９１，１６２ ９．６ p ６９，２７５ １２．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８

２０２０年１～３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
４～６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７～９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０～１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年１～３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８
２０２０年 ４月 １７１，７１２ ３．７ ８，２９１，９９８ ４．７ １０５，０８２ １．６ ５，２３１，７０２ ３．９

５月 １７８，２２１ ８．０ ８，５４７，７９５ ８．０ １０７，３０７ ３．２ ５，３１１，０５７ ６．０
６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７月 １７８，３８４ ８．９ ８，５８３，７９０ ９．０ １１０，５５６ ５．７ ５，３３３，６４９ ６．２
８月 １８０，０７５ ８．７ ８，６２８，２６１ ９．７ １１０，９４９ ５．１ ５，３２８，７７４ ６．１
９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０月 １８１，４３７ １０．６ ８，６４０，３６３ ８．９ １１１，１８０ ５．６ ５，３２１，９１５ ５．６
１１月 １８０，２８２ ９．０ ８，７３８，１２０ ９．４ １１１，３９５ ５．４ ５，３５３，８３６ ５．８
１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年 １月 １８２，５１７ １０．４ ８，７５４，８１４ ９．８ １１４，１９１ ７．７ ５，３６２，２４９ ５．５
２月 １８３，４５８ １０．６ ８，７８９，９６９ １０．０ １１４，０４４ ７．７ ５，３７７，６６７ ５．７
３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８
４月 １８８，８７２ １０．０ ９，００７，５６５ ８．６ １１３，８１５ ８．３ ５，３７８，６５９ ２．８
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●道内経済の動き

●トップに聞く⑮ 株式会社ミルウス
代表取締役社長 南 重信 氏

●経営のアドバイス
電磁ノイズ試験で電子機器の品質を保証
～寒冷地ものづくりラボのご紹介～

●アジアニュース
中国生活に欠かせないスマートフォン決済と
アプリケーションの普及について
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